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親と同居の未婚の有業者の介護の状況と生活時間
橋　本　美由紀
The Situation of Nursing Care and Time Use of a Single Gainfully 
Employed living with Their Parents 
Miyuki HASHIMOTO
要　旨
　本稿の課題は、「親と同居の未婚の有業者の介護の状況と生活時間」の関係について、総務省
統計局「平成23年社会生活基本調査」を用いて明らかにし、「平成18年社会生活基本調査」の匿
名データを用いて上記の関係について再集計し経年変化を見ることである。
　その結果、以下のことが明らかとなった。平日を調査した統計表で、23年調査と匿名データ
18年調査を比較すると、男性の介護時間は両調査において介護をしている人でも10分未満であ
る。介護をしている女性の介護時間は23年調査の35-44歳代で52分、匿名データ18年調査より
30分長くなっている。日曜日を調査した統計表で、23年調査と匿名データ18年調査を比較する
と、23年調査の介護時間は、介護をしている男性45-54歳代が30分、18年調査より減少し、介
護している女性35歳未満では変化が見られなかった。今後の課題としては、28年調査を加えて
３時点の変化を見ることである。
　キーワード：生活時間、介護時間、親と同居の未婚の有業者、社会生活基本調査、家族介護者
Summary
　　This paper aims to show the relation between the situation of nursing care and time use for 
a single gainfully employed living with his/her parents using the statistical data of the Public 
Management Ministry's Statistics Bureau, “Survey on Time Use and Leisure Activities 2011” and 
to examine changes over the years by reviewing the above relation based on the micro-
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data(anonymous data) of the said survey in 2006.  
　　Comparison between the data of the statistics 2011 and the micro-data(anonymous data) of 
the statistics 2006 on weekdays showed care-giving time of male singles was less than 10 
minutes in both statistics. In turn, that of female singles 35 to 44 year old was 52 minutes in the 
statistics 2011, 30 minutes longer than that in the statistics 2006. Comparison of the statistics 
2011 and 2006 on Sundays showed care-giving time of male singles 45 to 54 year old in the 
statistics 2011 was 30 minutes shorter than that in the statistics 2006 but there was no 
signiﬁ cant diﬀ erence between two statistics in care-giving time of female singles less than 35 
year old. It is necessary to examine the changes in three points of time through additional 
comparison with the statistics 2016.
　Keywords:  time use, care time, single gainfully employed living with parents, survey on time 
use and leisure activities, family caregiver
Ⅰ．はじめに
　本稿の課題は、「親と同居の未婚の有業者の介護の状況と生活時間」の関係について、総務省
統計局「平成23年社会生活基本調査」（以下、23年調査）を用いて明らかにすること、「平成18
年社会生活基本調査」（以下、18年調査）の匿名データ１）を用いて上記の関係について再集計し
経年変化を分析することである。
　本稿は家族介護者の現状を、社会生活基本調査を通して、家族介護者の介護時間とその他の生
活時間との関係を考察すること、生活時間調査のあり方を見直し、新たな生活時間調査の枠組み
を構想していくというテーマの延長線上にある。
　家族介護者の介護時間とその他の生活時間の関連を検討した研究としては、経済企画庁
（1999）、小林（2002）、「平成23年社会生活基本調査」を用いて、中高年期男女の家族介護の
現状とワーク・ライフ・バランスの課題を、生活時間を通して考察した伊藤（2013）の研究が
ある。
　家族介護者に関し、その担い手として、かつては配偶者に次いで子の配偶者（一般的には女性
配偶者）が多かったが、今は配偶者や実子による介護が多くなっている。すなわち、妻や娘等の
女性介護者の割合は高いものの、男性介護者（夫や息子）が近年増えているのである（厚労省 
2017）。したがって、男女、有業・無業を問わず家族介護者になり得ること、さらに高齢の親と
同居している未婚の子のみの世帯が増えていることから、検討すべき課題であると考えた。
　家族の介護を理由とする介護離職も近年増加しており、その問題についてもさまざまな角度か
ら取り上げられている（袖井1995）、（津止・斉藤 2007）、（池田 2010、2016、2017）。家族
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の介護をしながら働く労働者を支援し、介護離職を防止するために、制度的には、1995年に育児・
介護休業法が制定され、1999年から対象家族１人につき３か月１回の介護休業が企業の義務と
なった。同法はその後、幾度か改正を行ってはいるが、いずれにおいても制度の利用者は少なく、
その理由として、仕事を休みにくく制度を利用しづらい職場風土といった問題やそれ以前に仕事
と介護の両立を図る労働者の実態と制度の枠組みに乖離があることが指摘されている（池田 
2016）。最新の改正（2017年１月１日施行）では、介護の始期、終期、その間の期間にそれぞ
れ対応するという観点から、対象家族１人につき通算93日まで、３回を上限として、介護休業
の分割取得を可能とすること、日常的な介護ニーズに対応して半日（所定労働時間の二分の一）
単位の取得を可能とするなどの改善がなされている。
　親と同居の未婚者について、近年はパラサイト・シングル２）だけではなく、親にはほとんど
依存せずに同居している者や親を介護または支援するために同居している人も増加している。総
務省統計研修所の西によれば、全国の「親と同居の壮年未婚者（35-44歳）」数は、2010年には
295万人で16.1％と急増し、2015年は308万人で17.0％と、実数及び割合ともにピークに達し
たが、2016年には、288万人で16.3％とやや減少している。「親と同居の壮年未婚者（35-44歳）」
の完全失業率は、1980年が4.9%（35-44歳人口の完全失業率は1.3%）で、2002年には13.2% 9）
（同4.1%）とピークに達した。その後、2010 年には11.5%（同4.8%）、2016年には8.1%（同2.9%）
と、低下傾向にあるものの、未だ高い水準で推移しているという（西 2017）。
　社会生活基本調査において、「介護・看護の有無」についての集計が行われるようになったのは、
平成３年（1991年）調査からである。それまでは「介護・看護を受けている人の有無」、すなわ
ち要介護者の状況はわかっても、介護者についての状況は把握できなかった。「介護支援の利用
の状況」については、介護保険制度が導入された翌年の平成13年（2001年）調査から集計が行
われている。
　平成23年（2011年）調査では、「介護に着目した集計の充実」が図られた。たとえば「介護
の有無と介護支援の利用の状況」（調査票A第８表）以外に「介護の有無と有業者」（同第16表）、
「介護の有無と無業者」（同第19表）、「高齢者世帯の介護状況」（同第43表）、本報告で扱う「親
と同居の25歳以上未婚者の介護」に関する統計表（同第55表）、「単身世帯の介護状況」（同第
59表）がある。
　上記をふまえて以下では、親と同居の25歳以上未婚有業者の介護時間とその他の生活時間に
ついて分析していきたい．
Ⅱ．親と同居の25歳以上未の婚有業者の介護時間とその他の生活時間
　ここでは親と同居している25歳以上未婚有業者のうち、介護の有無・年齢別に介護時間とそ
の他の生活時間について、社会生活基本調査の23年調査のデータを平日と日曜日に分けて分析
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し、さらに匿名データ18年調査を使って経年比較を行う。
（１） 23年調査：平日と日曜日の比較
ａ　平日
　平日の23年調査では、介護をしている男性の介護時間はどの年齢層も10分未満で、女性は
35-44歳代が52分と最も長く、次いで45-54歳代が30分となっている。家事時間についても、介
護をしている女性の35-44歳代が１時間43分、45-54歳代が１時間41分と介護をしていない同年
代の女性より１時間以上長くなっている。
　女性の仕事時間では介護をしていない女性の35-44歳代が７時間21分で、同年代の介護をして
いる女性よりも50分近く長い。45-54歳代でも30分強の差がある。睡眠・食事等の１次活動時
間は、介護をしている女性の45-54歳代が９時間38分で、同年代の介護をしていない女性よりも
35分短くなっている。35-44歳代でも、20分短くなっている。余暇活動等の３次活動時間は介
護をしている女性の35-44歳代が３時間41分で、同世代の介護をしていない女性よりも45分短
くなっている。
　以上から、介護をしている女性の35-44歳代で仕事時間、３次活動時間、45-54歳代では主に
仕事時間と１次活動時間を減らしながら、介護時間、家事時間を増やしていることが示された。
ｂ　日曜日
　日曜日の23年調査では、介護している男性の介護時間は35-44歳で11分、45-54歳で18分と
平日よりも増加している。女性の介護時間は、35-44歳代で29分、45-54歳代で21分となり、ど
の年齢層においても平日より減少し、減少幅は最大で35-44歳代の23分となっている。
　男性の家事時間は45-54歳代で43分、35-44歳代で17分となり、どの年齢層においても平日よ
り増加している。増加幅は最大で35-44歳代の12分となっていて、介護時間との連動性が考えら
表１　平成23年　親と同居の25歳以上の未婚の有業者、介護の有無・男女・
　　　年齢別生活時間の状況（平日、総平均時間） （単位：時間分）
出所：総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票Ａ（生活時間編・全国）第55表より作成。
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れる。女性の家事時間については、45-54歳代が３時間26分、35-44歳代で１時間47分となり、
どの年齢層においても平日より増加している（最大で45-54歳代の１時間45分）。しかし、介護
時間は平日よりも減少しているので、単純に家事時間が増加していると考えられる。
　仕事時間については、日曜日なので男女ともどの属性も平日よりは少ない。日曜日の介護して
いる男性と介護していない男性を同年代ごとに比較すると介護している男性の35歳未満と35-44
歳代が１時間ほど長く仕事をしている。平日の仕事時間が短い分、休日出勤している可能性があ
る。
（２） 匿名データ18年調査：平日と日曜日の比較
ａ　平日
　平日の匿名データ18年調査は、特に介護している男性の標本数が10未満で、表章できない部
分が多かったが、一通り見ていくことにする。介護時間については介護をしている男性の35-44
歳代が４分となっている。女性は35歳未満と35-44歳代がともに22分となっている。
　介護をしている者の方が家事時間も長い傾向にあるため、家事時間は男女ともに介護時間と多
少の連動性があると考えられる。仕事時間についても表章できない部分や外れ値が多いが、全体
的な傾向としては介護をしていない者の方が長い。
ｂ　日曜日
　日曜日の匿名データ18年調査では、介護時間について、介護している男性45-54歳代が48分、
次いで35-44歳代が15分となっており、平日よりも増加している。介護をしている女性では、
35歳未満が13分となっていて、平日より減少している。他の年齢層は標本数が10未満であった
表２　平成23年　親と同居の25歳以上の未婚の有業者、男女・年齢・
　　介護の有無別生活時間の状況（日曜日、総平均時間） （単位：時間分）
出所：総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票Ａ（生活時間編・全国）第55表より作成。
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ので表章していない。
　家事時間は、介護をしている男性の45-54歳代で55分となっており、介護時間との連動性が多
少見られる。仕事時間については、日曜日なので、男女ともどの属性も平日よりは少ない。日曜
日の介護している男性と介護していない男性を同年代ごとに比較すると介護している男性の
35-44歳代が３時間59分で１時間13分、介護していない男性より長く仕事をしている。平日の
振替で休日出勤している可能性がある。
表３　平成18年　親と同居の25歳以上の未婚の有業者、男女・年齢・
　　介護の有無・別生活時間の状況（平日、総平均時間）
　出所：総務省統計局匿名データ「平成18年社会生活基本調査」調査票Ａより作成。
（単位：時間分）
表４　平成18年　親と同居の25歳以上の未婚の有業者、男女・年齢・
　　介護の有無・別生活時間の状況（日曜日、総平均時間）
　出所：総務省統計局匿名データ「平成18年社会生活基本調査」調査票Ａより作成。
（単位：時間分）
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Ⅲ．小括―23年調査と匿名データ18年調査の比較
　親と同居している25歳以上未婚有業者について以下のような結果がえられた。
　平日を調査した統計表で、23年調査と匿名データ18年調査を比較すると、男性の介護時間は
両調査において介護をしている人でも10分未満である。介護をしている女性の介護時間は23年
調査の35-44歳代で52分となり、匿名データ18年調査より30分長くなっているが、35歳未満で
は６分減少している。家事時間については、23年調査では介護している女性35歳未満が35分減
少している。
　仕事時間について23年調査と匿名データ18年調査を比較すると、介護をしていない男性
35-44歳代で40分、女性で27分、18年調査より減少している。介護している男性35-44歳代で
は１時間34分、女性35歳未満で35分、18年調査より増加している。
　日曜日を調査した統計表で、23年調査と匿名データ18年調査を比較すると、23年調査は介護
時間について介護をしている男性45-54歳代が30分、18年調査より減少し、介護している女性
35歳未満では変化が見られなかった。23年調査の家事時間は介護している男性45-54歳代が12
分、18年調査より減少し、介護している女性35歳未満では18年調査より14分増加している。
　仕事時間について23年調査と匿名データ18年調査を比較すると、23年調査の介護している男性
では、35歳未満が２時間25分、35-44歳代が32分、18年調査より減少しているが、45-54歳代は
２時間28分増加している。介護している女性では35歳未満が18年調査より27分増加している。
　全体として、個々の属性ごとの変化は見られたが、５年スパンであったためか傾向的な変化は
掴めなかった。
むすびにかえて―今後の課題
　これまでの統計表、たとえば23年調査では、介護支援の利用状況３）について「介護の有無と
介護支援の利用の状況」（調査票A第８表）からのみ分析が可能であったが、最近（2017年９月）、
公表された28年調査では、本稿のテーマ「親と同居の25歳以上未婚者の介護」以外の統計表「介
護の有無と有業者」、「介護の有無と無業者」、「高齢者世帯の介護状況」、「単身世帯の介護状況」
においても介護支援の利用状況がクロス集計できるようになった。また、介護支援の利用頻度４）
についても変更があった。
　今後の課題としては、「親と同居の25歳以上未婚者の介護」について28年調査を加えた３時点
での比較を行うこと、上記のいずれかのテーマで介護支援の利用状況について時系列比較を行っ
てみることである。
（はしもと　みゆき・高崎経済大学地域政策学部非常勤講師）
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付記
　本研究は、独立法人統計センターより提供を受けた匿名データ―社会生活基本調査（調査票A・生活時間編）平成18年―を
用いた研究の一部である。18年調査に関して作成した集計表は提供を受けた調査票情報を独自集計したものである。記し
て関係各位にお礼申し上げます。
注
１）匿名データとは、行政機関等が行う統計調査によって集められた調査票情報を、特定の個人又は法人その他の団体の識
別（他の情報との照合による識別を含む）ができないように加工したものをいう。
２）「学卒後もなお親と同居し、基礎的生活条件を親に依存している未婚者を言う」と定義している。学卒後は親に依存して
いなくても、学卒前までに親や祖父母等から過剰な贈与や財産分与（相続を除く、ただし親・兄弟の配慮で本来の相続分
を大きく越える額をもらった場合は含む）を受けた場合もこれに含まれる（山田昌弘『パラサイト・シングルの時代』
p11）
３）介護支援とは，別居の親族からの手助けや介護サービス（訪問介護，デイサービス）などをいう。介護には，介護保険
制度で要介護認定を受けていない人に対する介護も含む。
４）社会生活基本調査統計委員会 諮問において「１.『月に１日以内』と『月に２～３日』を『月に３日以内』に統合する。 ２.『週
に２～３日』を『週に２日』と『週に３日』に分割する。 ３.『週に４日以上』を『週に４～５日』と『週に６日以上』に
分割する。これについては、これまでの調査結果における「介護支援を利用している」者の利用頻度に係る各区分の出現
状況をみると、『月に１日以内』及び『月に２～３日』の割合が低く、『週に２～３日』や『週に４日以上』の割合が高い
状況となっていることを踏まえ、利用頻度の区分の統合又は分割を行うものであり、介護支援の利用の状況と生活時間の
配分への影響との関係のより的確な把握に資するものと認められることから、適当である」と答申された。
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